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設 ⽴ 1980年1⽉
2001年11⽉〜特定⾮営利活動法⼈
2010年7⽉〜認定特定⾮営利活動法⼈

所在地 東京都板橋区
スタッフ 常勤・⾮常勤含め 20名程度

設 ⽴ 1971年設⽴
本 部 オランダ アムステルダム
世界75カ国に200万⼈のサポーター。
各国の団体が⾃⽴的に活動。気候変動など
グローバルな課題には共同アクションを⾏う。

「mobilize」「resist」「transform」

2014年FoEインターナショナルの
隔年総会＠スリランカ

Friends of the Earth International 



気候危機



出典：IPCC AR6 WG1



IPCC 第６次報告書（WG3）
• GHG排出量は依然増加している。
• 現状の対策では2℃/1.5℃目標を達成できない
• 既存および計画中の化石燃料インフラから、1.5℃
を超える分の二酸化炭素排出が排出がされてしまう。

• 全ての分野、地域において早期に野心的な削減策を
取らなければ、1.5℃に抑えることはできない

• 世界のGHGを2030年に４割削減、CO2でみれば、
2050年までには正味ゼロにしなくてはいけない。

5
参考：https://www-iam.nies.go.jp/aim/pdf/IPCC_AR6_WG3_SPM_220405.pdf

カーボンニュート
ラル？
正味ゼロ？





• IPCCの炭素勘定のルール上、伐採した時に排出をカウントする。
燃焼した際のカウントは報告しなくてよい＝カーボンニュートラ
ルであるという誤解を与えている。
•伐採されて植林されたとしても、元の森に戻るとは限らない。
•単一樹種のプランテーションが進み、生物多様性などを脅かして
いる。



バイオマス発電は
カーボンニュートラルではない
⽊材の炭素排出量は、⽯炭より⼤きい

IPCC 2006ガイドライン
Volume 2 (Energy)

<表の出典> Chatham House (2017) 
“Woody Biomass for Power and Heat ‒
Impacts on the Global Climate” p.16

国⽴環境研究所
「⽇本国温室効果ガスイ
ンベントリ報告書 2021
年」p.3-16

無煙炭 瀝⻘炭 褐炭

木材を燃焼した際の炭素排出量は、
石炭より大きい



石炭火力と原子力発電に依存する
日本のエネルギー政策
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• ⽇本の温室効果ガス削減⽬標：2030年までに2013年度⽐で
46％削減

• 2020年10⽉に菅⾸相が2050年までの「実質ゼロ」表明
• 2030年の電源構成は化⽯燃料が４割
• 第６次エネルギー基本計画では⽕⼒発電の「脱炭素化」・
アンモニアや⽔素の活⽤を強調

• 原発を脱炭素電源に位置付け

新設⼯事が進む横須賀⽯炭⽕⼒

図：朝日新聞



非効率石炭火力の削減

10出典：資源エネルギー庁 石炭火力検討ワーキンググループ「中間取りまとめ」



石炭火力による
バイオマス混焼
•大手電力の石炭火力
の約半数にあたる31
基が混焼実施（2019
年度実績）

＜出典＞資源エネルギー庁 ⽯炭⽕⼒
検討ワーキンググループ（2021年4⽉
23⽇）「中間取りまとめ概要」



• 石炭火力によるバイオマス混
焼にもFIT認定 38件

• うち32件は非効率石炭
亜臨界圧（Sub-c）/ 超臨界圧（SC）

• 新設14件

⇨2019年度より混焼はFIT新規
認定の対象外となるも、既存案
件は対象のまま。

⇨石炭火力の延命

FIT認定の
混焼設備



43倍



まとめ
•気候変動対策のためには、化石燃料への依存から脱却する必要
がある。
•生物多様性保全や森林の保全は、気候変動対策上非常に重要で
ある。
•バイオマス発電はカーボンニュートラルではない。
•バイオマス燃料の石炭火力発電への混焼は、気候変動対策にな
らないばかりか、既存の化石燃料発電の延命にしかならない。
•省エネ、持続可能な再生可能エネルギーの開発、社会構造の転
換が気候変動対策のために必要である。


